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令和２年４月教育委員会定例会議事日程 

新潟市教育委員会 

日 時 令和２年４月１７日（金） 午後３時３０分 開会 

場 所 新潟市役所白山浦庁舎５号棟３階 教育会議室１ 

日 程 第１ 会議録署名委員の指名 

第２ 付議事件 

議案第１号 第３４期新潟市社会教育委員の委嘱について･･･････････１

議案第２号 第２５期新潟市文化財保護審議会委員の委嘱について･･･５

議案第３号 ２０２１年度使用新潟市立小学校用教科用図書採択に 

関する基本方針について･････････････････････････････９

議案第４号 ２０２１年度使用新潟市立中学校用教科用図書採択に 

関する基本方針について･･･････････････････････････１１

議案第５号 ２０２１年度使用新潟市立高志中等教育学校前期課程用 

教科用図書採択に関する基本方針について･･･････････１３

議案第６号 ２０２１年度使用新潟市立特別支援学校・特別支援学級用 

教科用図書採択に関する基本方針について･･･････････１５

議案第７号 ２０２１年度使用新潟市立高等学校用教科用図書採択に 

関する基本方針について･･･････････････････････････１７

議案第８号 ２０２１年度使用新潟市立高志中等教育学校後期課程用 

教科用図書採択に関する基本方針について･･･････････１９

議案第９号 新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則の 

一部改正について･････････････････････････････････２１

第３ 報告 

 ・市立高等学校及び中等教育学校の休業中の対応について･･･当日配布

 ・会計年度任用職員制度移行に伴う規則等について･･･････････････１

新潟市教育委員会会計年度任用職員の報酬に関する規則の制定 

新潟市臨時教育職員に関する規則の一部改正 

新潟市教育委員会会計年度任用職員人事評価実施規定の制定 

新潟市教育委員会人事評価実施規定の一部改正 

新潟市教育委員会教職員人事評価実施規程の一部改正 

新潟市教育委員会教育長事務委任規程の一部改正 

新潟市教育委員会専決規程の一部改正 



新潟市社会教育指導員の設置等に関する規則の廃止 

・令和３年度全国高等学校総合体育大会について･･･････････････５５

・令和３年度新潟市立学校教員採用選考検査の概要について･････５６

第４ 次回日程 

 ５月定例会 令和 ２年 ５月２９日（金）午後３時３０分 

第５ 閉会 



付議事件 
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議案第１号 

第３４期新潟市社会教育委員の委嘱について 

第３４期新潟市社会教育委員を，次のとおりとしたいため議決を求める。 

令和２年４月１７日提出 

新潟市教育委員会 

教育長 前田 秀子 

第３４期新潟市社会教育委員の委嘱について 

委嘱するもの 

別紙名簿のとおり 

付議　1



第３４期 新潟市社会教育委員名簿

任期 令和２年５月２日から

令和４年５月１日まで

（五十音順：敬称略）

氏  名 所  属 ・ 役  職

岡
おか

    昌
まさ

 子
こ

新潟市立松浜中学校 地域教育コーディネーター 

小
お

 川
がわ

    崇
たかし

新潟中央短期大学幼児教育科 准教授 

角
かく

 野
の

 仁
ひと

 美
み

ＮＰＯ法人みらいず works 

木村
き む ら

 いほ
い ほ

子
こ

公益財団法人新潟県女性財団 専門員 

雲
くも

 尾
お

    周
しゅう

新潟大学教職大学院 准教授 

笹
ささ

 川
がわ

 博
ひろ

 人
と

白根図書館友の会 会長 

出頭
しゅっとう

 久美子
く み こ

新潟市立南浜小学校 校長 

田
た

 中
なか

 一
かず

 昭
あき

新潟市小中学校ＰＴＡ連合会 顧問 

田
た

 中
なか

 宏
ひろ

 和
かず

新潟市立臼井中学校 校長 

山田
や ま だ

 久美子
く み こ

新潟市中央公民館 運営審議会 副議長 

渡
わた

 邉
なべ

    彩
あや

新潟中央短期大学幼児教育科 講師 

付議　2



第 34 期 新潟市社会教育委員名簿 任期 令和 2年 5月 2日から令和 4年 5月 1日まで

氏  名 所     属

（継続） 岡

おか

    昌

まさ

 子

こ

新潟市立松浜中学校 地域教育コーディネーター 

（継続） 小

お

 川

がわ

    崇

たかし

新潟中央短期大学幼児教育科 准教授 

（継続） 角

かく

 野

の

 仁

ひと

 美

み

ＮＰＯ法人みらいず works 

(新) 木村

き む ら

 いほ

い ほ

子

こ

公益財団法人新潟県女性財団 専門員 

（継続） 雲
くも

 尾
お

    周
しゅう

新潟大学教職大学院 准教授 

（継続） 笹

ささ

 川

がわ

 博

ひろ

 人

と

白根図書館友の会 会長 

(新) 出頭

しゅっとう

 久美子

く み こ

新潟市立南浜小学校 校長 

（継続） 田

た

 中

なか

 一

かず

 昭

あき

新潟市小中学校ＰＴＡ連合会 顧問 

（継続） 田

た

 中

なか

 宏

ひろ

 和

かず

新潟市立臼井中学校 校長 

（継続） 山田

や ま だ

 久美子

く み こ

新潟市中央公民館運営審議会 副議長 

（継続） 渡

わた

 邉

なべ

    彩

あや

新潟中央短期大学幼児教育科 講師 

第 33 期 新潟市社会教育委員名簿 任期 平成 30年 5月 2日から令和 2年 5月 1日まで

氏  名 所     属

伊
い

 比
び

 宗
むね

 宏
ひろ

新潟市立新通小学校 校長 

岡
おか

    昌
まさ

 子
こ

新潟市立松浜中学校 地域教育コーディネーター 

小
お

 川
がわ

    崇
たかし

新潟中央短期大学幼児教育科 准教授 

角

かく

 野

の

 仁

ひと

 美

み

ＮＰＯ法人みらいず works（任期：平成 31年 4月 19 日から）

雲
くも

 尾
お

    周
しゅう

新潟大学教職大学院 准教授 

笹
ささ

 川
がわ

 博
ひろ

 人
と

白根図書館友の会 副会長 

杉
すぎ

 山
やま

 節
せつ

 子
こ

公募委員 

田
た

 中
なか

 一
かず

 昭
あき

新潟市小中学校ＰＴＡ連合会 顧問 

田
た

 中
なか

 宏
ひろ

 和
かず

新潟市立臼井中学校 校長 

山田
や ま だ

 久美子
く み こ

新潟市中央公民館運営審議会 副議長 

渡
わた

 邉
なべ

    彩
あや

新潟中央短期大学幼児教育科 講師 

付議　3
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付議　4



議案第２号 

   第２５期新潟市文化財保護審議会委員の委嘱について 

 第２５期新潟市文化財保護審議会委員を，次のとおりとしたいため議決を求める。 

  令和２年４月１７日提出 

新潟市教育委員会 

教育長 前田 秀子 

第２５期新潟市文化財保護審議会委員の委嘱について 

委嘱するもの 

別紙名簿のとおり 

付議　5



第２５期 新潟市文化財保護審議会委員の委嘱について 

任期  令和２年６月 １日から 

令和４年５月３１日まで 

令和２年６月 １日現在 

氏名 所属・職名等 専門分野等 

坂井
さ か い

 秀弥
ひ で や

奈良大学名誉教授 
記念物（史跡） 

有形文化財（考古資料） 

浅倉
あさくら

 有子
ゆ う こ 上越教育大学大学院 

学校教育研究科教授 

有形文化財 

（歴史資料〔近世史〕） 

岩田
い わ た

 多佳子
た か こ 新潟市芸術文化振興財団嘱託 

元中野邸美術館学芸員 

有形文化財 

（絵画，美術工芸品） 

小田
お だ

 節子
せ つ こ

元内野中学校教諭 無形民俗文化財 

森田
も り た

 龍
たつ

義
よし

新潟大学名誉教授 記念物（植物） 

栗田
く り た

 裕司
ひ ろ し

新潟大学理学部准教授 記念物（地質鉱物） 

松岡
まつおか

 久美子
く み こ

近畿大学文芸学部准教授 
有形文化財 

（彫刻，美術工芸品） 

黒野
く ろ の

 弘
ひろ

靖
やす

新潟大学工学部准教授 有形文化財（建造物） 

山
やま

﨑
ざき

 誠子
ま さ こ

日本大学短期大学部准教授 記念物（名勝） 

加賀谷
か が や

 真
ま

梨
り

新潟大学人文学部准教授 有形・無形民俗文化財 

中村
なかむら

  元
もと

新潟大学人文学部准教授 
有形文化財 

（歴史資料〔近現代史〕） 

付議　6



第２４期 新潟市文化財保護審議会委員名簿 

任期  平成３０年６月 １日から 

令和 ２年５月３１日まで 

令和 ２年５月３１日現在 

氏名 所属・職名等 専門分野等 委員年数

橋本
はしもと

 博文
ひろふみ

新潟大学人文学部教授 
記念物（史跡） 

有形文化財（考古資料） 
16 年 

原
はら

  直史
なおふみ

新潟大学人文学部教授 
有形文化財 

（歴史資料〔近世史〕） 
16 年 

岩田
いわた

 多佳子
た か こ 新潟市芸術文化振興財団嘱託 

元中野邸美術館学芸員 

有形文化財 

（絵画，美術工芸品） 
12 年 

小田
お だ

 節子
せつこ

元内野中学校教諭 無形民俗文化財 10 年 

森田
もりた

 龍
たつ

義
よし

新潟大学名誉教授 記念物（植物） 8 年 

栗田
くりた

 裕司
ひろし

新潟大学理学部准教授 記念物（地質鉱物） 6 年 

松岡
まつおか

 久美子
く み こ

近畿大学文芸学部准教授 
有形文化財 

（彫刻，美術工芸品） 
6 年 

黒野
くろの

 弘
ひろ

靖
やす

新潟大学工学部准教授 有形文化財（建造物） 4 年 

山
やま

﨑
ざき

 誠子
まさこ

日本大学短期大学部准教授 記念物（名勝） 4 年 

加賀谷
か が や

 真
ま

梨
り

新潟大学人文学部准教授 有形・無形民俗文化財 4 年 

中村
なかむら

  元
もと

新潟大学人文学部准教授 
有形文化財 

（歴史資料〔近現代史〕）
2 年 

参考資料 

付議　7
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付議　8



議案第３号 

2021年度使用新潟市立小学校用教科用図書採択に関する基本方針について 

 2021年度使用新潟市立小学校用教科用図書採択に関する基本方針を，次のとおりと

したいため議決を求める。 

  令和２年４月１７日提出 

新潟市教育委員会 

教育長 前田 秀子

2021年度使用新潟市立小学校用教科用図書採択に関する基本方針について 

１ 小学校用教科用図書は，2020年度と同一の教科用図書を採択する。 

２ 教科用図書の採択に関しては，義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する

法律，関係法令及び通知に基づいて厳正に行う。 

３ 教科用図書の採択には，学校経営や学習指導の任に当たる教職員の教科用図書の

研究成果とその意見を参考にする。 

４ 教科用図書の採択は，教科用図書審議委員会の答申に基づき，新潟市教育委員会

が決定する。 

付議　9
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付議　10



議案第４号 

2021年度使用新潟市立中学校用教科用図書採択に関する基本方針について 

 2021年度使用新潟市立中学校用教科用図書採択に関する基本方針を，次のとおりと

したいため議決を求める。 

  令和２年４月１７日提出 

新潟市教育委員会 

教育長 前田 秀子

2021年度使用新潟市立中学校用教科用図書採択に関する基本方針について 

１ 中学校用教科用図書の採択を行う。 

２ 教科用図書の採択に関しては，義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する

法律，関係法令及び通知に基づいて厳正に行う。 

３ 教科用図書の採択には，学校経営や学習指導の任に当たる教職員の教科用図書の

研究成果とその意見を参考にする。 

４ 教科用図書の採択は，教科用図書審議委員会の答申に基づき，新潟市教育委員会

が決定する。 

付議　11
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付議　12



議案第５号 

2021年度使用新潟市立高志中等教育学校前期課程用教科用図書採択に関する 

基本方針について 

 2021年度使用新潟市立高志中等教育学校前期課程用教科用図書採択に関する基本方

針を，次のとおりとしたいため議決を求める。 

  令和２年４月１７日提出 

新潟市教育委員会 

教育長 前田 秀子

2021年度使用新潟市立高志中等教育学校前期課程用教科用図書採択に関する 

基本方針について

１ 高志中等教育学校前期課程用教科用図書の採択を行う。 

２ 教科用図書の採択に関しては，義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する

法律，関係法令及び通知に基づいて厳正に行う。 

３ 教科用図書の採択には，学校経営や学習指導の任に当たる教職員の教科用図書の

研究成果とその意見を参考にする。 

４ 教科用図書の採択は，教科用図書審議委員会の答申に基づき，新潟市教育委員会

が決定する。 

付議　13
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付議　14



議案第６号 

2021年度使用新潟市立特別支援学校・特別支援学級用教科用図書採択に関する 

基本方針について 

 2021年度使用新潟市立特別支援学校・特別支援学級用教科用図書採択に関する基本

方針を，次のとおりとしたいため議決を求める。 

  令和２年４月１７日提出 

新潟市教育委員会 

教育長 前田 秀子

2021年度使用新潟市立特別支援学校・特別支援学級用教科用図書採択に関する 

基本方針について

１ 一般図書（特別支援学校・学級用）の採択を行う。 

２ 図書の採択に関しては，義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律，

関係法令及び通知に基づいて厳正に行う。 

３ 図書の採択には，学校経営や学習指導の任に当たる教職員の研究成果とその意見

を参考にする。 

４ 図書の採択は，教科用図書審議委員会の答申に基づき，新潟市教育委員会が決定

する。 

付議　15
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議案第７号 

2021年度使用新潟市立高等学校用教科用図書採択に関する基本方針について

2021年度使用新潟市立高等学校用教科用図書採択に関する基本方針を，次のとおり

としたいため議決を求める。 

 令和２年４月１７日提出 

新潟市教育委員会 

教育長 前田 秀子

2021年度使用新潟市立高等学校用教科用図書採択に関する基本方針について

１ 教科用図書の採択は，地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２１条第６号

の規定によって，新潟市教育委員会が行うが，採択に当たっては，各学校がそれぞ

れの教育課程に即し，教職員の意見や希望が反映されるようにする。 

２ 校長に，その学校に適する教科用図書を次の各項によって選定させ，その結果を

尊重して採択する。 

（１） 自校の教育課程実施に最も適切であると判断される教科用図書であること。 

（２） 文部科学省の教科書編集趣意書等を活用するなど，教科用図書の比較検討を

組織的，計画的に行うこと。 

（３） 選定のための委員会等を設ける場合は，人選や機構について慎重に考慮し，

責任体制を明確にすること。 

（４） 不当な宣伝や勧誘に左右されることなく，公正を確保すること。 
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議案第８号 

2021年度使用新潟市立高志中等教育学校後期課程用教科用図書採択に関する 

基本方針について 

2021年度使用新潟市立高志中等教育学校後期課程用教科用図書採択に関する基本方

針を，次のとおりとしたいため議決を求める。 

 令和２年４月１７日提出 

新潟市教育委員会 

教育長 前田 秀子

2021年度使用新潟市立高志中等教育学校後期課程用教科用図書採択に関する 

基本方針について

１ 教科用図書の採択は，地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２１条第６号

の規定によって，新潟市教育委員会が行うが，採択に当たっては，各学校がそれぞ

れの教育課程に即し，教職員の意見や希望が反映されるようにする。 

２ 校長に，その学校に適する教科用図書を次の各項によって選定させ，その結果を

尊重して採択する。 

（１） 自校の教育課程実施に最も適切であると判断される教科用図書であること。 

（２） 文部科学省の教科書編集趣意書等を活用するなど，教科用図書の比較検討を

組織的，計画的に行うこと。 

（３） 選定のための委員会等を設ける場合は，人選や機構について慎重に考慮し，

責任体制を明確にすること。 

（４） 不当な宣伝や勧誘に左右されることなく，公正を確保すること。 
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議案第９号

新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則の一部改正について

新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則の一部改正について，次のとおりとしたいため議

決を求める。

令和２年４月１７日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則の一部改正について 

１ 改正理由 

令和２年５月７日に新潟市教育委員会事務局がふるまち庁舎へ移転することに伴い，

移転前の所在地等が記載されている「入学通知書」及び「転入学校指定通知書」の様式

から所在地等を抹消し改正するもの。 

２ 改正内容 

（１）第５条第１項中「別記様式第２号」を改める。 

（２）第６条第２項中「別記様式第２号の２」を改める。 

（３）第８条第１項中「別記様式第７号」を改める。  

３ 施行期日 

令和２年５月７日 
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 新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和２年  月  日

                      新潟市教育委員会

                      教育長       

教育委員会規則第  号

新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則の一部を改正する規則

 新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則（昭和３３年新潟市教育委員会規則第３号）の

一部を次のように改正する。

第５条第１項中「別記様式第２号」を次のように改める。
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第６条第２項中「別記様式第２号の２」を次のように改める。
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第８条第１項中「別記様式第７号」を次のように改める。  

 附 則

この規則は，令和２年５月７日から施行する。
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新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則(昭和33年新潟市教育委員会規則第3号)新旧対照表（案） 

改正後（案） 現行 備考 

  別記様式第２号（第５条関係） 

別記様式第２号の３（第５条関係及び第６条の２関係） 

  別記様式第２号（第５条関係） 

別記様式第２号の３（第５条関係及び第６条の２関係） 
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別記様式第７号（第８条関係） 
別記様式第７号（第８条関係） 
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新 教 支 第 １ ２ ８ 号 

令和２年４月１４日

市 立 高 等 学 校 長 様

市立中等教育学校長 様

新潟市教育委員会学校支援課長   

新型コロナウイルス感染症対策のための臨時休業について（通知）

 市立学校園については，４月から児童生徒の登校を再開したところですが，高等学校や

中等教育学校については，特に多くの生徒が通学に電車等の公共交通機関を利用している

ことから，令和２年４月８日付け新教支第７９号において，時差通学や分散登校等の工夫

について検討をお願いしたところです。しかし，通学時においては，集団感染リスクを軽

減すること困難な状況が見られることから，万代高等学校，明鏡高等学校，高志中等教育

学校においては，下記の期間臨時休業とします。

記

・臨時休校期間  令和２年４月１５日（水）～５月１０日（日） 

担 当 学校支援課

指導主事 高橋 満

電 話 ０２５－２２６－３２６３

F A X  ０２５－２３０―０４３２
Email  m.takahashi1659@city.niigata.lg.jp 

分類１０００



新 教 支 第 １ ２ ９ 号 

令和２年４月１４日

市 立 高 等 学 校 長 様

市立中等教育学校長 様

新潟市教育委員会学校支援課長   

新型コロナウイルス感染症対策のための臨時休業等に伴い

学校に登校できない生徒の学習指導について（通知）

 文部科学省初等中等教育局長から標記について別紙写しのとおり通知がありました。

 ついては，臨時休校が実施されることに伴い，学習に著しい遅れが生じることがないよ

う，下記の別紙写し及び別添を参考に，可能な限り必要な措置を講じるよう配意願います。

記

１ 別紙写し 令和２年４月１０日付け ２文科初第８７号 

  「新型コロナウイルス感染症対策のための臨時休業等に伴い

 学校に登校できない児童生徒の学習指導について（通知）」 

２ 別添   臨時休業中の学習指導等について 

担 当 学校支援課

指導主事 高橋 満

電 話 ０２５－２２６－３２６３

F A X  ０２５－２３０―０４３２
Email  m.takahashi1659@city.niigata.lg.jp 

分類６０００



























（別添） 

臨時休業中の学習指導等について 

学校支援課 

１ 基本的な考え方 

（1）生徒が自宅等にいる状況であっても，規則正しい生活習慣を身に付け学習

を継続するとともに，学校の再開後も見据え，学校と生徒との関係を継続す

ることができるよう指導すること。 

（2）家庭学習と，登校日の設定やＩＣＴ及び電話の活用等を通じた教師による

学習指導や学習状況の把握の組合せにより，生徒の学習を支援すること。 

２ 臨時休業前の準備 

臨時休業中の学習指導及び学習状況の把握方法等について，周知のための文

書を作成するなどして，生徒や保護者に説明すること。 

３ 家庭学習について 

（1）基本的な考え方 

① 指導計画等を踏まえながら，主たる教材である教科書に基づく家庭学習を

課すよう工夫すること。 

② 一日の学習の時間割や一週間の学習の見通しなどを示したり，生徒自身に

学習計画表を作成させたりすることで，可能な限り計画性をもった家庭学習

となるよう工夫すること。 

③ 教科書と併用できる適切な教材を提供するなど，生徒の家庭学習が円滑に

進むよう工夫すること。 

④ 教師が家庭学習状況や成果を確認し，学校における学習評価に反映するこ

とができるよう工夫すること。 

（2）学習状況及び成果の把握 

 ① 学習状況及び成果の把握は，次の例を参考として，適切に組み合わせて行

うこと。 

・ノートやプリント，ワークブック等の提出 

・レポートの作成と提出 

・登校日における小テストの実施 

・ＩＣＴの活用による学習履歴の確認 

・学校再開後における対面での学習状況の確認 

 ② ＩＣＴの活用に当たっては，活用できない場合の代替措置を行うなど，各

家庭におけるＩＣＴ端末や通信環境について十分な配慮を行うこと。 



（別添） 

４ 登校日の設定について 

（1）生徒の健康観察や学習状況の把握のため，必要に応じて登校日を適切に設

定するなどの工夫も検討すること。 

（2）登校日を設定する際は，時差通学や分散登校等の工夫により，人が密集し

ない環境を確保する等，最大限の感染拡大防止のための措置を講じること。 

５ その他の指導の工夫について 

（1）家庭学習内容の生徒への提示に当たっては，一覧表に学習内容をまとめる

などして，生徒がわかりやすいものとなるよう工夫すること。また，提示の

方法については，登校日に配付，学校ウェブサイトに掲載，メール配信，郵

送等の工夫をすること。 

（2）教職員の勤務負担が過重とならないようにするとともに，生徒及び教職員

の健康管理についても十分に留意すること。 



●会計年度任用職員制度について

●会計年度任用職員制度移行に伴う制定・改正規則等　一覧
No 規則・規程 区分 内容 適用日 資料頁

1

新潟市教育委員会
会計年度任用職員
の報酬に関する規
則

制定
　新潟市会計年度任用職員の給与等に関
する条例の規定に基づき，非常勤講師の
基本報酬を定める。

令和２年４月１日 報告3

2
新潟市臨時教育職
員に関する規則

一部
改正

　常勤講師の休暇制度を会計年度任用職
員と同等の内容に変更。
　非常勤講師にかかる制度を会計年度任
用職員の例によるものに変更。
　給与関係の規定を削除。

令和２年４月１日
ただし，子の看護休
暇については，令和
２年１月１日より適
用

報告7

3
新潟市教育委員会
会計年度任用職員
人事評価実施規程

制定

　会計年度任用職員に対する人事評価の
実施が義務化されるため，その基準及び
方法に関する事項その他人事評価に関し
必要な事項を定める。

令和２年４月１日 報告31

4
新潟市教育委員会
人事評価実施規程

一部
改正

令和２年４月１日 報告35

5
新潟市教育委員会
教職員人事評価実
施規程

一部
改正

令和２年４月１日 報告39

6
新潟市教育委員会
教育長事務委任規
程

一部
改正

　臨時職員及び臨時教育職員に関する規
定を削除。
　地域学校グループ及び地域学校事務支
援グループを地域学校事務支援室に改め
る。

令和２年４月１日 報告43

7
新潟市教育委員会
事務専決規程

一部
改正

　短期雇用の臨時職員及び非常勤職員の
任免について，会計年度任用職員に改め
る。
　会計年度任用職員の給与及び報酬の決
定を規定。

令和２年４月１日 報告47

8
新潟市社会教育指
導員の設置等に関
する規則

廃止

　「学社民の融合による人づくり・地域
づくり・学校づくり」を推進するなか
で，地域の社会教育に対する理解と認識
が深まり，職員の資質向上が図られてい
るため，今後社会教育指導員を任命する
必要がないことから規則を廃止。

令和２年３月３１日 報告53

　会計年度任用職員に対する人事評価制
度を創設するため，現行の一般職に対す
る人事評価規程から会計年度任用職員を
除く。

　地方公務員法及び地方自治法の一部改正により，令和2年4月1日より非常勤・臨時職員
の制度が会計年度任用職員制度へ移行しました。

　従来，地方公務員の非常勤・臨時職員は，多様化する行政需要に対応するため増加傾向
にある一方，地方公務員法が適用されない「特別職」として任用されていました。

　会計年度任用職員制度はこういった問題を解決するため，非常勤・臨時職員の制度を見
直し「一般職」であれば課される守秘義務等の公共の利益保持に必要な諸制約を課すとと
もに，適正な任用・勤務条件を確保することを目的に創設された制度です。

　これまでの非常勤・臨時職員　「特別職」→「一般職」
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新潟市教育委員会会計年度任用職員の報酬に関する規則の制定について 

１ 制定理由 

 新潟市会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年新潟市条例第３２号）の規

定に基づき，非常勤講師の報酬に関し，必要な事項を定めるもの。 

２ 内容 

非常勤講師の初任給基準を定め，基本報酬は俸給月額に基づく１時間当たりの額とす

る。 

３ 施行日   

公布の日（令和２年４月１日適用） 
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新潟市教育委員会会計年度任用職員の報酬に関する規則をここに公布する。

  令和２年４月  日

                            新潟市教育委員会

         教育長 

新潟市教育委員会規則第 号

   新潟市教育委員会会計年度任用職員の報酬に関する規則

（趣旨） 

第１条 この規則は，新潟市会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年新潟市条

例第３２号。以下「条例」という。）に基づき，会計年度任用職員のうち，市が設置す

る幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及び特別支援学校に勤務する非常

勤の講師（以下「非常勤講師」という。）の報酬に関し，必要な事項を定めるものとす

る。 

（非常勤講師の報酬） 

第２条 条例第３条第６項の規定による新たに非常勤講師となった者に対する同項に規定

する基本報酬は，別表に定める初任給の俸給月額を２１で除して得た額を，７時間４５

分で除して得た額とする。 

２ 非常勤講師の報酬については，前項に定めるもののほか，新潟市会計年度任用職員の

給与等に関する条例施行規則（令和２年新潟市規則第４３号）の規定を準用する。 

（その他） 

第３条 この規則に定めるもののほか，この規則の施行に関し必要な事項は，教育長が別

に定める。  

附 則 

（施行期日） 

この規則は，公布の日から施行し，令和２年４月１日から適用する。 

別表（第２条関係） 

報告　4



適用する俸給表 職種 学歴免許等 初任給 

教育職俸給表（１） 高等学校，中等教育学校及

び特別支援学校に勤務す

る非常勤講師 

大学卒 １級１７号俸 

教育職俸給表（２） 幼稚園，小学校及び中学校

に勤務する非常勤講師 

大学卒 １級１７号俸 

備考 この表の学歴免許等欄に記載する用語の意義は，新潟市職員の初任給，昇格，昇給

等に関する規則（平成１９年新潟市人事委員会規則第２９号）に規定するところによ

る。 
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新潟市臨時教育職員に関する規則の一部改正について 

１ 改正理由 

  地方公務員法および地方自治法の一部改正（平成２９年５月成立，令和２年４月１日

施行）に伴い，会計年度任用職員制度が導入されるため，所要の改正を行うもの。 

２ 改正規則 

  新潟市臨時教育職員に関する規則（平成 29年新潟市規則第６号） 

３ 改正内容 

  常勤講師の休暇制度を会計年度任用職員と同等の内容に変更 

 非常勤講師にかかる制度を会計年度任用職員の例によるものに変更 

給与関係の規定を削除 

４ 施行日   

公布の日から施行し，改正後の第４条第５項第１４号の規定は令和２年１月１日から，

その他の規定は同年４月１日から適用する。 
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新潟市臨時教育職員に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和２年４月  日 

新潟市教育委員会 

教育長 

新潟市教育委員会規則第 号 

  新潟市臨時教育職員に関する規則の一部を改正する規則 

新潟市臨時教育職員に関する規則（平成２９年新潟市教育委員会規則第６号）の一部を

次のように改正する。 

第１条中「給与その他の」を削る。 

第２条第１号中「（以下「定数内職員」という。）」を削り，同条第２号を次のように

改める。 

（２） 非常勤講師 講師のうち，常勤講師以外の者をいう。 

第４条の前の見出しを削り，同条に見出しとして「（常勤講師の休暇）」を付し，同条

第１項及び第２項中「臨時教育職員」を「常勤講師」に改め，同条第３項中「（１日当た

りの勤務時間が７時間４５分に満たない者であって１週間ごとの勤務日の日数及び勤務日

ごとの勤務時間の時間数が同一であるもの（以下「同一勤務型臨時職員」という。）にあ

ってはその者の勤務日の１日当たりの勤務時間数（１時間未満の端数があるときは，これ

を１時間に切り上げて得た時間数），同一勤務型臨時職員以外の者にあっては１日当たり

の平均勤務時間数（１時間未満の端数があるときは，これを１時間に切り上げて得た時間

数））」を削り，同条第４項及び第５項を次のように改める。 

４ 年次有給休暇（この項の規定により繰り越されたものを除く。）は，その付与された

日数を限度として，翌年度（年度の途中に付与された年次有給休暇にあっては，翌々年

度におけるその付与された月の前月まで）に繰り越すことができる。 

５ 常勤講師（第４号から第６号まで，第１１号から第１３号まで及び第１６号にあって

は，６月以上の任期若しくは任用予定期間が定められている者又は６月以上継続勤務し
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ている者に限る。）が次の各号のいずれかに該当する場合は，当該各号に掲げる期間の

有給の特別休暇を付与する。 

 （１） 常勤講師が選挙権その他公民としての権利を行使する場合で，その勤務しない

ことがやむを得ないと認められるとき 必要と認められる期間 

 （２） 常勤講師が裁判員，証人，鑑定人，参考人等として地方公共団体の議会，裁判

所その他官公署へ出頭する場合で，その勤務しないことがやむを得ないと認められる

とき 必要と認められる期間 

（３） ８週間（多胎妊娠の場合にあっては，１４週間）以内に出産する予定である女

性の常勤講師が届け出た場合 出産の日までの届け出た期間 

（４） 妊娠中又は出産後１年以内の女性の常勤講師が母子保健法（昭和４０年法律第

１４１号）第１０条に規定する保健指導又は同法第１３条に規定する健康診査を受け

る場合 妊娠満２３週までは４週間に１回，妊娠満２４週から満３５週までは２週間

に１回，妊娠満３６週から出産までは１週間に１回，産後１年まではその間に１回（

医師等の特別の指示があった場合には，いずれの期間についてもその指示された回数）

について，それぞれ，１日の正規の勤務時間等の範囲内で必要と認められる期間 

（５） 妊娠中の女性の常勤講師が通勤に交通機関を利用する場合で，その混雑の程度

が母体又は胎児の健康保持に影響があると認められるとき 正規の勤務時間等の始め

又は終わりにつき１日を通じて１時間を超えない範囲内でそれぞれ必要とされる期間 

（６） 妊娠に起因するつわり，浮腫，たんぱく尿，高血圧症，静脈瘤
りゆう

その他これら

に類する症状により就業が著しく困難な場合 一の妊娠の期間内において，１０日未

満の範囲内でその都度必要とする期間 

（７） 女性の常勤講師が出産した場合 出産の日の翌日から８週間を経過する日まで

の期間（産後６週間を経過した女性の常勤講師が就業を申し出た場合において医師が

支障がないと認めた業務に就く期間を除く。）

（８） 生理日の就業が著しく困難な場合 連続する２日以内で必要とする期間 
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（９） 生後１年に達しない子を育てる常勤講師が，その子の保育のために必要と認め

られる授乳等を行う場合 １日２回それぞれ３０分以内の期間（男性の常勤講師にあ

っては，その子の当該職員以外の親が当該職員がこの号の休暇を使用しようとする日

におけるこの号の休暇（これに相当する休暇を含む。）を承認され，又は労働基準法

（昭和２２年法律第４９号）第６７条の規定により同日における育児時間を請求した

場合は，１日２回それぞれ３０分から当該承認又は請求に係る各回ごとの期間を差し

引いた期間を超えない期間） 

（１０） 常勤講師が骨髄移植のための骨髄若しくは末梢
しよう

血幹細胞移植のための末梢

血幹細胞の提供希望者としてその登録を実施する者に対して登録の申出を行い，又は

配偶者，父母，子及び兄弟姉妹以外の者に，骨髄移植のため骨髄若しくは末梢血幹細

胞移植のため末梢血幹細胞を提供する場合で，当該申出又は提供に伴い必要な検査，

入院等のため勤務しないことがやむを得ないと認められるとき 必要と認められる期

間 

（１１） 常勤講師が結婚する場合で，結婚式，旅行その他の結婚に伴い必要と認めら

れる行事等のため勤務しないことが相当であると認められるとき 結婚の日の５日前

の日から当該結婚の日後１月を経過するまでの間における原則として連続する５日の

範囲内の期間 

（１２） 常勤講師が妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

以下この号及び次号において同じ。）の出産に伴い勤務しないことが相当であると認

められる場合 常勤講師の妻が出産するため病院に入院する等の日から当該出産の日

後２週間を経過するまでの間における２日の範囲内の期間 

（１３） 常勤講師の妻が出産する場合であってその出産予定日の６週間（多胎妊娠の

場合にあっては，１４週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過する日までの期

間にある場合において，当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子（

妻の子を含む。以下この号において同じ。）を養育する常勤講師が，これらの子の養
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育のため勤務しないことが相当であると認められるとき 当該期間内における３日の

範囲内の期間 

（１４） １２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子（配偶者の子を

含む。以下この号において同じ。）を養育する常勤講師が，その子の看護（負傷し，

若しくは疾病にかかったその子の世話又は疾病の予防を図るために必要なものとして

その子の世話を行うことをいう。）のため勤務しないことが相当であると認められる

場合 一の年度において５日（その養育する１２歳に達する日以後の最初の３月３１

日までの間にある子が２人以上の場合にあっては，１０日）の範囲内の期間 

（１５） 新潟市職員の勤務時間，休暇等に関する条例（平成７年新潟市条例第２号）

第１５条第１項に規定する日常生活を営むのに支障がある者（以下この号において「 

要介護者」という。）の介護を行う常勤講師が，当該介護を行うため勤務しないこと

が相当であると認められる場合 任用期間内において５日（要介護者が２人以上の場

合にあっては，１０日）の範囲内の期間

（１６） 常勤講師の親族（別表第２の親族欄に掲げる親族に限る。以下この号におい

て同じ。）が死亡した場合で，常勤講師が葬儀，服喪その他の親族の死亡に伴い必要

と認められる行事等のため勤務しないことが相当であると認められるとき 親族に応

じ同表の日数欄に掲げる連続する日数（葬儀のため遠隔の地に赴く場合にあっては，

往復に要する日数を加えた日数）の範囲内の期間 

（１７） 常勤講師が父母の追悼のための特別な行事（父母の死亡後任命権者が別に定

める年数内に行われるものに限る。）のため勤務しないことが相当であると認められ

る場合 １日の範囲内の期間 

（１８） 常勤講師が夏季における盆等の諸行事，心身の健康の維持及び増進又は家庭

生活の充実のため勤務しないことが相当であると認められる場合 一の年の７月から

９月までの期間内における，原則として連続する５日の範囲内の期間 

（１９） 地震，水害，火災その他の災害により常勤講師の現住居が滅失し，又は損壊
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した場合で，常勤講師が当該住居の復旧作業等のため勤務しないことが相当であると

認められるとき ７日の範囲内の期間 

（２０） 地震，水害，火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤することが

著しく困難であると認められる場合 必要と認められる期間 

（２１） 地震，水害，火災その他の災害時において，常勤講師が退勤途上における身

体の危険を回避するため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合 必要と認

められる期間  

（２２） 公務上の負傷若しくは疾病又は通勤（地方公務員災害補償法（昭和４２年法

律第１２１号）第２条第２項及び第３項に規定する通勤をいう。以下同じ。）による

負傷若しくは疾病の場合 医師の証明により必要と認められる期間 

（２３） 公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病以外の負傷又は

疾病の場合 医師の証明により，２箇月以内で必要と認められる期間 

第４条に次の４項を加える。 

６ 前項第３号の休暇を，出産が早まったことにより４週間（多胎妊娠の場合にあっては，

８週間）以上とらなかった場合においては，その残日数から２８を減じた日数を出産後

の休暇に繰り越すことができる。 

７ 第５項第６号及び第１３号から第１５号までの休暇の単位は，１日又は１時間とし，

同項第２２号及び第２３号の休暇の単位は，１日とする。 

８ １時間を単位とする特別休暇は，８時間をもって１日に換算する。 

９ 第５項の期間の計算については，同項第１８号の場合を除き，その期間中に週休日及

び休日を含むものとする。 

第４条の２を削る。 

 第５条を次のように改める。 

 （非常勤講師の勤務時間及び休暇等） 

第５条 非常勤講師の勤務時間及び休暇等は，新潟市会計年度任用職員の勤務時間，休暇
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等に関する規則（令和２年新潟市規則第４２号）に規定する会計年度任用職員の例によ

る。 

第６条から第１０条までを削る。 

第１１条中「新潟市立学校管理運営に関する規則」の次に「（昭和３３年新潟市教育委

員会規則第１号）」を加え，同条を第６条とする。 

第１２条及び第１３条を削り，第１４条を第７条とする。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第４条関係） 

 任用期間（月） 年次有給休暇（日） 

  １  ２

  ２  ３

  ３  ５

  ４  ７

  ５  ８

  ６ １０

  ７ １２

  ８ １３

  ９ １５

 １０ １７

 １１ １８

 １２ ２０

別表第３を削る。 

附 則 

 （施行期日等） 

１ この規則は，公布の日から施行し，改正後の第４条第５項第１４号の規定は令和２年
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１月１日から，その他の規定は同年４月１日から適用する。 

 （新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例施行規則の一部改正） 

２ 新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例施行規則（平成２９年新潟市教育委

員会規則第２号）の一部を次のように改正する。 

  第１６条第３項第２号中「２２条職員」を「常勤講師」に改める。 

報告　14



新潟市臨時教育職員に関する規則(平成29年教育委員会規則第6号)新旧対照表 

改正後（案） 現行 備考 

新潟市臨時教育職員に関する規則 新潟市臨時教育職員に関する規則 

（趣旨） 
（趣旨） 

第１条 この規則は，別に定めのあるもののほか，臨時教育職員の勤

務条件等について必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この規則は，別に定めのあるもののほか，臨時教育職員の給

与その他の勤務条件等について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） （定義） 

第２条 この規則において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この規則において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

(１) 常勤講師 次に掲げる法律の規定により臨時的に任用される

職員で，その勤務時間が新潟市職員定数条例（昭和25年新潟市条

例第16号）第２条に規定する職員の例により勤務する者をいう。

(１) 常勤講師 次に掲げる法律の規定により臨時的に任用される

職員で，その勤務時間が新潟市職員定数条例（昭和25年新潟市条

例第16号）第２条に規定する職員（以下「定数内職員」という。）

の例により勤務する者をいう。 

ア 地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「地公法」という。）

第22条第２項 

ア 地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「地公法」という。）

第22条第２項 

イ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110

号。以下「育休法」という。）第６条第１項 

イ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110

号。以下「育休法」という。）第６条第１項 

ウ 女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律

（昭和30年法律第125号。以下「産休法」という。）第３条第１

項 

ウ 女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律

（昭和30年法律第125号。以下「産休法」という。）第３条第１

項 

(２) 非常勤講師 講師のうち，常勤講師以外の者をいう。 (２) 非常勤講師 期間を定めて日々雇用される職員で，その勤務

時間が１日７時間45分以内の者をいう。 

(３) 臨時教育職員 常勤講師及び非常勤講師をいう。 (３) 臨時教育職員 常勤講師及び非常勤講師をいう。 
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（任用期間） （任用期間） 

第３条 臨時教育職員の任用期間については，次に定めるところによ

る。 

第３条 臨時教育職員の任用期間については，次に定めるところによ

る。 

(１) 常勤講師 (１) 常勤講師 

ア 地公法第22条第２項の規定により任用する臨時教育職員 ６

月の範囲内で必要と認める期間。ただし，任用期間満了後，引

き続き任用する必要がある場合は，１回に限り，６月の範囲内

で任用期間を更新することができる。 

ア 地公法第22条第２項の規定により任用する臨時教育職員 ６

月の範囲内で必要と認める期間。ただし，任用期間満了後，引

き続き任用する必要がある場合は，１回に限り，６月の範囲内

で任用期間を更新することができる。 

イ 育休法第６条第１項の規定により任用する臨時教育職員 当

該育児休業の承認期間の範囲内で必要と認める期間。ただし，

１年を超えて任用することはできない。 

イ 育休法第６条第１項の規定により任用する臨時教育職員 当

該育児休業の承認期間の範囲内で必要と認める期間。ただし，

１年を超えて任用することはできない。 

ウ 産休法第３条第１項の規定により任用する臨時教育職員 当

該産前産後休暇の期間 

ウ 産休法第３条第１項の規定により任用する臨時教育職員 当

該産前産後休暇の期間 

(２) 非常勤講師 １年以内 (２) 非常勤講師 １年以内 

２ 臨時教育職員は所定の任用期間の満了により身分を失うものとす

る。 

２ 臨時教育職員は所定の任用期間の満了により身分を失うものとす

る。 

（常勤講師の休暇） （臨時教育職員の休暇） 

第４条 常勤講師に別表第１に定める年次有給休暇を付与する。 第４条 臨時教育職員に別表第１に定める年次有給休暇を付与する。

２ 常勤講師の年次有給休暇の単位は，１日，半日又は１時間（１日

当たりの勤務時間が７時間45分に満たない者については，１日又は

１時間）とする。 

２ 臨時教育職員の年次有給休暇の単位は，１日，半日又は１時間（１

日当たりの勤務時間が７時間45分に満たない者については，１日又

は１時間）とする。 

３ 半日を単位とする年次有給休暇は，２回をもって１日に，１時間 ３ 半日を単位とする年次有給休暇は，２回をもって１日に，１時間
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を単位とする年次有給休暇は，８時間をもって１日に，４時間をも

って半日とする。 

を単位とする年次有給休暇は，８時間（１日当たりの勤務時間が７

時間45分に満たない者であって１週間ごとの勤務日の日数及び勤務

日ごとの勤務時間の時間数が同一であるもの（以下「同一勤務型臨

時職員」という。）にあってはその者の勤務日の１日当たりの勤務

時間数（１時間未満の端数があるときは，これを１時間に切り上げ

て得た時間数），同一勤務型臨時職員以外の者にあっては１日当た

りの平均勤務時間数（１時間未満の端数があるときは，これを１時

間に切り上げて得た時間数））をもって１日に，４時間をもって半

日とする。 

４ 年次有給休暇（この項の規定により繰り越されたものを除く。）

は，その付与された日数を限度として，翌年度（年度の途中に付与

された年次有給休暇にあっては，翌々年度におけるその付与された

月の前月まで）に繰り越すことができる。 

４ 臨時教育職員（第４号にあっては６月以上の任期若しくは任用予

定期間が定められている者又は６月以上継続勤務している者に限

り，第５号から第７号までにあっては常勤講師に限る。）が次の各

号のいずれかに該当する場合は，当該各号に掲げる期間の有給の特

別休暇を付与する。 

(１) 臨時教育職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場

合で，その勤務しないことがやむを得ないと認められるとき 必

要と認められる期間 

(２) 臨時教育職員が裁判員，証人，鑑定人，参考人等として地方

公共団体の議会，裁判所その他官公署へ出頭する場合で，その勤

務しないことがやむを得ないと認められるとき 必要と認められ

る期間 

(３) 地震，水害，火災その他の災害又は交通機関の事故等により

出勤することが著しく困難であると認められる場合 必要と認め

られる期間 
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(４) 臨時教育職員の親族（別表第２の親族欄に掲げる親族に限

る。）が死亡した場合で，臨時教育職員が葬儀，服喪その他の親族

の死亡に伴い必要と認められる行事等のため勤務しないことが相

当であると認められるとき 親族に応じ同表の日数欄に掲げる連

続する日数（葬儀のため遠隔の地に赴く場合にあっては，往復に

要する日数を加えた日数）の範囲内の期間 

(５) 臨時教育職員が夏季における盆等の諸行事，心身の健康の維

持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しないことが相当であ

ると認められる場合 一の年の７月から９月までの期間内におけ

る，原則として連続する５日の範囲内の期間 

(６) ９歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子（配

偶者の子を含む。以下この号において同じ。）を養育する臨時教

育職員が，その子の看護（負傷し，若しくは疾病にかかったその

子の世話又は疾病の予防を図るために必要なものとしてその子の

世話を行うことをいう。）のため勤務しないことが相当であると

認められる場合 任用期間内において５日（その養育する９歳に

達する日以後の最初の３月31日までの間にある子が２人以上の場

合にあっては，10日）の範囲内の期間 

(７) 新潟市職員の勤務時間，休暇等に関する条例（平成７年新潟

市条例第２号）第15条第１項に規定する日常生活を営むのに支障

がある者（以下この号において「要介護者」という。）の介護を行

う臨時教育職員が，当該介護を行うため勤務しないことが相当で

あると認められる場合 任用期間内において５日（要介護者が２

人以上の場合にあっては，10日）の範囲内の期間 
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５ 常勤講師（第４号から第６号まで，第11号から第13号まで及び

第16号にあっては，６月以上の任期若しくは任用予定期間が定め

られている者又は６月以上継続勤務している者に限る。）が次の

各号のいずれかに該当する場合は，当該各号に掲げる期間の有給

の特別休暇を付与する。 

５ 臨時教育職員（第５号にあっては，６月以上の任期若しくは任

用予定期間が定められている者又は６月以上継続勤務している者

（週以外の期間によって勤務日が定められている者で１年間の勤

務日が47日以下であるものを除く。）に限る。）が次の各号のいず

れかに該当する場合は，当該各号に掲げる期間の無給の特別休暇

を付与する。 

（１） 常勤講師が選挙権その他公民としての権利を行使する場合

で，その勤務しないことがやむを得ないと認められるとき 必要

と認められる期間 

(１) 出産の場合 出産予定日以前６週間（多胎妊娠の場合にあっ

ては，14週間）に当たる日から産後８週間を経過するまでの期間

（２） 常勤講師が裁判員，証人，鑑定人，参考人等として地方公共

団体の議会，裁判所その他官公署へ出頭する場合で，その勤務し

ないことがやむを得ないと認められるとき 必要と認められる期

間 

(２) 生後１年に達しない子を育てる臨時教育職員が，その子の保

育のために必要と認められる授乳等を行う場合 １日２回それぞ

れ30分以内の期間 

（３） ８週間（多胎妊娠の場合にあっては，１４週間）以内に出産

する予定である女性の常勤講師が届け出た場合 出産の日までの

届け出た期間

(３) 生理日の就業が著しく困難な場合 連続する２日以内で必要

とする期間 

（４） 妊娠中又は出産後１年以内の女性の常勤講師が母子保健法

（昭和 40 年法律第 141 号）第 10 条に規定する保健指導又は同法

第 13 条に規定する健康診査を受ける場合 妊娠満 23 週までは 4

週間に１回，妊娠満 24 週から満 35 週までは 2週間に 1回，妊娠

満 36 週から出産までは１週間に１回，産後１年まではその間に１

回（医師等の特別の指示があった場合には，いずれの期間につい

てもその指示された回数）について，それぞれ，１日の正規の勤

務時間等の範囲内で必要と認められる期間 

(４) 公務上の負傷若しくは疾病又は通勤（地方公務員災害補償法

（昭和42年法律第121号）第２条第２項及び第３項に規定する通勤

をいう。以下同じ。）による負傷若しくは疾病の場合 医師の証

明により必要と認められる期間 

（５） 妊娠中の女性の常勤講師が通勤に交通機関を利用する場合

で，その混雑の程度が母体又は胎児の健康保持に影響があると認

められるとき 正規の勤務時間等の始め又は終わりにつき１日を

(５) 公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病

以外の負傷又は疾病の場合 別表第３の左欄に掲げる臨時教育職
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通じて１時間を超えない範囲内でそれぞれ必要とされる期間 
員の区分の同表の中欄に掲げる所定勤務日数に応じ，同表の右欄

に定める日数の範囲内の期間 

（６） 妊娠に起因するつわり，浮腫，たんぱく尿，高血圧症，静脈

瘤
りゆう

その他これらに類する症状により就業が著しく困難な場合

一の妊娠の期間内において，10日未満の範囲内でその都度必要と

する期間 

(６) 骨髄移植のための骨髄若しくは末梢(しょう)血幹細胞移植の

ための末梢血幹細胞の提供希望者としてその登録を実施する者に

対して登録の申出を行い，又は配偶者，父母，子及び兄弟姉妹以

外の者に，骨髄移植のため骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のため

末梢血幹細胞を提供する場合で，当該申出又は提供に伴い必要な

検査，入院等のため勤務しないことがやむを得ないと認められる

とき 必要と認められる期間 

（７） 女性の常勤講師が出産した場合 出産の日の翌日から８週

間を経過する日までの期間（産後６週間を経過した女性の常勤講

師が就業を申し出た場合において医師が支障がないと認めた業務

に就く期間を除く。）

（８） 生理日の就業が著しく困難な場合 連続する２日以内で必

要とする期間 

（９） 生後１年に達しない子を育てる常勤講師が，その子の保育

のために必要と認められる授乳等を行う場合 １日２回それぞれ

30分以内の期間（男性の常勤講師にあっては，その子の当該職員
以外の親が当該職員がこの号の休暇を使用しようとする日におけ

るこの号の休暇（これに相当する休暇を含む。）を承認され，又は

労働基準法（昭和22年法律第49号）第６７条の規定により同日に

おける育児時間を請求した場合は，１日２回それぞれ３０分から

当該承認又は請求に係る各回ごとの期間を差し引いた期間を超え

ない期間）
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（10） 常勤講師が骨髄移植のための骨髄若しくは末梢
しよう

血幹細胞移

植のための末梢血幹細胞の提供希望者としてその登録を実施する

者に対して登録の申出を行い，又は配偶者，父母，子及び兄弟姉

妹以外の者に，骨髄移植のため骨髄若しくは末梢血幹細胞移植の

ため末梢血幹細胞を提供する場合で，当該申出又は提供に伴い必

要な検査，入院等のため勤務しないことがやむを得ないと認めら

れるとき 必要と認められる期間 

（11） 常勤講師が結婚する場合で，結婚式，旅行その他の結婚に

伴い必要と認められる行事等のため勤務しないことが相当である

と認められるとき 結婚の日の５日前の日から当該結婚の日後１

月を経過するまでの間における原則として連続する５日の範囲内

の期間 

（12） 常勤講師が妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下この号及び次号において同じ。）の出産に

伴い勤務しないことが相当であると認められる場合 常勤講師の

妻が出産するため病院に入院する等の日から当該出産の日後 2 週

間を経過するまでの間における２日の範囲内の期間 

（13） 常勤講師の妻が出産する場合であってその出産予定日の６

週間（多胎妊娠の場合にあっては，14週間）前の日から当該出産

の日後８週間を経過する日までの期間にある場合において，当該

出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子（妻の子を

含む。以下この号において同じ。）を養育する常勤講師が，これら

の子の養育のため勤務しないことが相当であると認められるとき

当該期間内における３日の範囲内の期間 

（14） 12 歳に達する日以後の最初の３月 31 日までの間にある子

（配偶者の子を含む。以下この号において同じ。）を養育する常勤

講師が，その子の看護（負傷し，若しくは疾病にかかったその子

の世話又は疾病の予防を図るために必要なものとしてその子の世

話を行うことをいう。）のため勤務しないことが相当であると認め

られる場合 一の年度において５日（その養育する 12歳に達する
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日以後の最初の３月 31 日までの間にある子が２人以上の場合に

あっては，10日）の範囲内の期間 

（15） 新潟市職員の勤務時間，休暇等に関する条例（平成７年新

潟市条例第２号）第 15条第１項に規定する日常生活を営むのに支

障がある者（以下この号において「要介護者」という。）の介護を

行う常勤講師が，当該介護を行うため勤務しないことが相当であ

ると認められる場合 任用期間内において５日（要介護者が２人

以上の場合にあっては，10日）の範囲内の期間

（16） 常勤講師の親族（別表第２の親族欄に掲げる親族に限る。

以下この号において同じ。）が死亡した場合で，常勤講師が葬儀，

服喪その他の親族の死亡に伴い必要と認められる行事等のため勤

務しないことが相当であると認められるとき 親族に応じ同表の

日数欄に掲げる連続する日数（葬儀のため遠隔の地に赴く場合に

あっては，往復に要する日数を加えた日数）の範囲内の期間 

（17） 常勤講師が父母の追悼のための特別な行事（父母の死亡後

任命権者が別に定める年数内に行われるものに限る。）のため勤務

しないことが相当であると認められる場合 １日の範囲内の期間

（18） 常勤講師が夏季における盆等の諸行事，心身の健康の維持

及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しないことが相当である

と認められる場合 一の年の７月から９月までの期間内におけ

る，原則として連続する５日の範囲内の期間 

（19） 地震，水害，火災その他の災害により職員の現住居が滅失

し，又は損壊した場合で，常勤講師が当該住居の復旧作業等のた

め勤務しないことが相当であると認められるとき ７日の範囲内

の期間 

(20)  地震，水害，火災その他の災害又は交通機関の事故等により

出勤することが著しく困難であると認められる場合 必要と認めら

れる期間 

（21） 地震，水害，火災その他の災害時において，常勤講師が退勤

途上における身体の危険を回避するため勤務しないことがやむを

得ないと認められる場合 必要と認められる期間 

(22) 公務上の負傷若しくは疾病又は通勤（地方公務員災害補償法

（昭和 42年法律第 121 号）第２条第２項及び第３項に規定する通

勤をいう。以下同じ。）による負傷若しくは疾病の場合 医師の証
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明により必要と認められる期間 

（23） 公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病

以外の負傷又は疾病の場合 医師の証明により，２箇月以内で必

要と認められる期間 

６ 前項第３号の休暇を，出産が早まったことにより４週間（多胎妊

娠の場合にあっては，８週間）以上とらなかった場合においては，そ

の残日数から28を減じた日数を出産後の休暇に繰り越すことができ

る。 

７ 第５項第６号及び第13号から第15号までの休暇の単位は，１日又

は１時間とし，同項第22号及び第23号の休暇の単位は,１日とする。 

８ １時間を単位とする特別休暇は，８時間をもって１日に換算する。

９ 第５項の期間の計算については，同項第18号の場合を除き，その

期間中に週休日及び休日を含むものとする。 

第４条の２ 年次有給休暇が10日以上与えられた非常勤講師に対して

は，付与日から１年以内に，当該非常勤講師の有する年次有給休暇

の日数のうち５日について，年次有給休暇を承認する権限を有する

職員が当該非常勤講師の意見を聴取し，その意見を尊重した上で，

あらかじめ時季を指定して取得させるものとする。ただし，非常勤

講師の請求により年次有給休暇の取得を承認した場合においては，

当該承認した日数分を，時季を指定して取得させる日数から控除す

るものとする。 

（削除） 

（非常勤講師の勤務時間及び休暇等） （給料） 

第５条 非常勤講師の勤務時間及び休暇等は，新潟市会計年度任用職

員の勤務時間，休暇等に関する規則（令和２年新潟市規則第42号）

に規定する会計年度任用職員の例による。 

第５条 常勤講師の給料は，月額とし，その額は，定数内職員に準じ

て計算された額とする。 
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２ 前項の計算された額には，調整額及び教育調整額を含むものとす

る。 

３ 非常勤講師の給料は，日額又は時間額とし，勤務時間その他勤務

条件等を考慮して教育委員会が別に定める。 

（手当） 

第６条 臨時教育職員には，通勤手当を支給する。 （削除） 

２ 常勤講師には，義務教育等教員特別手当，定時制教育手当及び特

殊勤務手当を支給する。 

３ 前２項の手当の額は，定数内職員の例に準じて教育委員会が定め

る額とする。 

４ 臨時教育職員のうち教育委員会が必要と認める者には，期末手当，

勤勉手当，住居手当，地域手当及び初任給調整手当を支給すること

ができる。 

（給与の支給方法及び支給日） 

第７条 常勤講師の給与は，定数内職員の支給方法及び支給日の例に

より支給することとし，非常勤講師の給与は，毎月分をその翌月の

14日（教育委員会が別に指定をする者にあっては別に定める日）に

支給する。 

（削除） 

（勤務１時間当たりの給料額） 

第８条 常勤講師の勤務１時間当たりの給料額は，定数内職員の例に

より計算された額とする。 

（削除） 

２ 非常勤講師のうち給料が日額で定められている者の勤務１時間当

たりの給料額は，その給料日額をその者の１日における正規の勤務
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時間で除して得た額とする。この場合において，当該額に50銭未満

の端数が生じたときはこれを切り捨て，50銭以上１円未満の端数を

生じたときはこれを１円に切り上げるものとする。 

（給料の減額等） 

第９条 第４条に規定する休暇のうち有給の休暇の承認があった場合

のほか，臨時教育職員が勤務しないときは，常勤講師にあっては定

数内職員の例により算出した額を，非常勤講師にあっては，給料が

日額で定められている者については前条第２項の規定による勤務１

時間当たりの給料額を基準として算出した額を，給料が時間額で定

められている者については当該時間額を基準として算出した額を支

給する。 

（削除） 

（旅費） 

第10条 臨時教育職員には，定数内職員の例により旅費を支給する。

（服務） （服務） 

第６条 臨時教育職員の服務については，新潟市立学校管理運営に関

する規則（昭和33年新潟市教育委員会規則第１号）を準用する。 

第11条 臨時教育職員の服務については，新潟市立学校管理運営に関

する規則を準用する。 

第6条へ繰

り上げ 

（任用期間満了前の解雇） 

第12条 非常勤講師が次の各号のいずれかに該当する場合は，任用期

間の満了の前であってもこれを解雇できる。 

（削除） 

(１) 解雇を願い出たとき。 

(２) 身体又は精神の故障により職務の遂行に堪えないと認められ

たとき。 

(３) 正当な事由なくして勤務しないとき。 

(４) 刑事事件に関し，起訴されたとき。 
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(５) やむを得ない事由により，職務の継続が不可能となったとき。

(６) 前各号に掲げるもののほか，勤務させることが不適当と認め

られるとき。 

（懲戒） 

第13条 非常勤講師が次の各号のいずれかに該当する場合は，懲戒処

分として，これを解雇できる。 

（削除） 

(１) 職務上の義務に違反し，又は職務を怠ったとき。 

(２) 職務の内外を問わず，職員として信用を失うべき行為のあっ

たとき。 

（その他） （その他） 

第７条 この規則に定めるもののほか，この規則の施行に必要な事項

は別に教育委員会が定める。 

第14条 この規則に定めるもののほか，この規則の施行に必要な事項

は別に教育委員会が定める。 

第7条へ繰

り上げ 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

任用期間（月） 年次有給休暇（日） 

 １  ２

 ２  ３

 ３  ５

 ４  ７

 ５  ８

 ６ １０

 ７ １２

週所

定勤

務日

数 

年所定勤務

日数 

任用期間 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ６月を超え

る期間 

５日 217 日以上 １日 １日 ２日 ３日 ４日 ５日 10 日 

４日 169 日から ７日 
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 ８ １３

 ９ １５

１０ １７

１１ １８

１２ ２０

216 日まで 

３日 121 日から

168 日まで 

５日 

２日 73 日から

120 日まで 

３日 

１日 48日から72

日まで 

１日 

別表第２ （略） 
別表第２ （略） 

別表第３（第４条関係） 

区分 所定勤務日数 日数 

１週間の所定勤務日数

が定められている臨時

教育職員 

１週間につき５日以上 10 日

１週間につき４日 ７日

１週間につき３日 ５日

１週間につき２日 ３日

１週間につき１日 １日

週以外の期間によって

所定勤務日数が定めら

れている臨時教育職員

１年間につき 217 日以上 10 日

１年間につき 169 日から

216 日まで 

７日

１年間につき 121 日から

168 日まで 

５日

１年間につき 73 日から

120 日まで 

３日

（削除） 
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１年間につき 48 日から

72 日まで 

１日
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附則第２項関係 新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例施行規則(平成29年規則第２号)新旧対照表 

改正後（案） 現行 備考 

新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例施行規則 新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例施行規則 

第１条～第 15条 （略） 
第１条～第15条 （略） 

第 16 条 （略） 第 16 条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ （略） ３ （略） 

(１)  （略）  (１) （略） 

(２) 当該年度の中途において，新潟市臨時教育職員に関する規則

（平成29年教育委員会規則第６号）第２条第１項に規定する職員

（以下「常勤講師」という。）から引き続き職員となった者 常勤

講師としての任用期間中における年次有給休暇の残日数 

(２) 当該年度の中途において，新潟市臨時教育職員に関する規則

（平成29年教育委員会規則第６号）第２条第１項に規定する職員

（以下「22条職員」という。）から引き続き職員となった者 22条

職員としての任用期間中における年次有給休暇の残日数 

(３)  （略） (３)  （略） 

４～７ （略） ４～７ （略） 

第17条～第32条 （略） 第17条～第32条 （略） 
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新潟市教育委員会会計年度任用職員人事評価実施規程の制定について 

１ 制定理由  

「地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９号）」

の施行（令和２年４月１日施行）にあたり，一般職の非常勤職員である「会計年度任用

職員」の人事評価制度についての規程を任命権者ごとに制定するもの。 

２ 規程案の概要  

改正地方公務員の施行により，令和２年４月１日より，これまでの臨時職員，非常勤

職員が一般職の非常勤職員である「会計年度任用職員」と規定されることにともない，

人事評価の実施が義務化されるにあたり，その基準及び方法に関する事項その他人事

評価に関し必要な事項を定めるものである。  

３ 施行日  

令和２年４月 日（同月１日適用） 
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新潟市教育委員会会計年度任用職員人事評価実施規程を次のように定める。

令和２年４月  日

新潟市教育委員会

                            教育長

新潟市教育長訓令第 号

新潟市教育委員会会計年度任用職員人事評価実施規程

（趣旨） 

第１条 この規程は，地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）

に定めるもののほか，教育委員会事務局，新潟市教育委員会組織規則（平成１９年教育

委員会規則第６号）第２条に規定する機関及び学校に属する会計年度任用職員（法第２

２条の２第１項に規定する会計年度任用職員をいう。以下同じ。）の人事評価の実施に

関し必要な事項を定めるものとする。 

（被評価者の範囲） 

第２条 この規程による人事評価の対象となる職員（以下「被評価者」という。）は，会

計年度任用職員のうち，任用期間等を考慮して教育長が別に定める。 

（一次評価者及び最終評価者） 

第３条 人事評価の一次評価者及び最終評価者（以下これらを「評価者」という。）につ

いては，教育長が別に定める。 

（評価者研修） 

第４条 評価者は，新潟市会計年度任用職員人事評価実施規定（令和２年新潟市訓令第５

号）第４条の規定の例により職員研修所長の実施する研修に参加するものとする。 

（人事評価の期間） 

第５条 人事評価の評価期間は，４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（人事評価の方法） 

第６条 人事評価は，教育長が別に定める会計年度任用職員人事評価表（以下「人事評価
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表」という。）に記録して行うものとする。 

２ 人事評価は，５段階の点数を付して行うものとする。 

３ 人事評価を行う場合，職務遂行過程において会計年度任用職員として求められる能力

を発揮した程度が，良好のものと認めるときは，中位の段階を付すものとする。 

４ 評価者は，人事評価表に評価を付した理由その他参考となるべき事項を記載するよう

に努めるものとする。 

（自己評価） 

第７条 被評価者は，自己評価を行い，これを人事評価表に記録し，一次評価者（該当者

がいない場合にあっては，最終評価者）に提出しなければならない。 

（評価の実施，面談及び結果の開示） 

第８条 一次評価者は，前条の規定により被評価者から人事評価表が提出された場合は，

一次評価を付したうえで，最終評価者に当該人事評価表を提出しなければならない。 

２ 最終評価者は，前条の規定により被評価者から人事評価表が提出された場合は，最終

評価を行う。 

３ 最終評価者は，第１項の規定により一次評価者から評価結果を付した人事評価表が提

出された場合は，評価内容を確認し，最終評価を行うものとする。 

４ 最終評価者は，一次評価者による評価について評価事実を確認し，共有するものとす

る。 

５ 最終評価者は，被評価者の人事評価の内容を，当該被評価者及び一次評価者へ開示す

るものとする。 

（人事評価表の保管） 

第９条 人事評価表は，評価者が評価を実施した日の翌日から起算して３０年間教育総務

課において保管するものとする。 

（人事評価の結果の活用） 

第１０条 人事評価の結果は，被評価者の任用，分限その他の人事管理の基礎として活用
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するものとする。 

（苦情への対応） 

第１１条 第８条第５項の規定により開示された人事評価の内容及び評価手続に関する被

評価者の苦情へ対応するための苦情相談の手続は，教育長が別に定める。 

（委任） 

第１２条 この規程に定めるもののほか，人事評価の実施に関し必要な事項は，教育長が

別に定める。 

附 則 

この規程は，令和２年４月  日から施行し，同４月１日から適用する。
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新潟市教育委員会人事評価実施規定の一部改正について 

１ 改正理由 

「地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９号）」

の施行（令和２年４月１日施行）に伴い，一般職の非常勤職員である「会計年度任用職

員」も人事評価の対象となることから，新たに規程を設けることとし，それに伴い現行

の規程の一部文言を変更するもの。 

２ 規程案の概要 

令和２年４月１日より，これまでの臨時職員，非常勤職員が一般職の非常勤職員であ

る「会計年度任用職員」と規定されることに伴い，人事評価の実施が義務化される。 

既存の一般職員と会計年度任用職員では，評価や運用の方法が異なることから，「会

計年度任用職員人事評価実施規程」を新たに制定したうえで，現行の規程から会計年度

任用職員については別途定める旨，記載するものである。 

また，上記に合わせ，評価の調整の対象者を具体的に規定する文言を一部追加する。 

３ 施行日 

   令和２年４月 日（同月１日から適用） 
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 新潟市教育委員会人事評価実施規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和２年４月  日 

新潟市教育委員会 

                            教育長  

新潟市教育長訓令第 号 

   新潟市教育委員会人事評価実施規程の一部を改正する規程 

 新潟市教育委員会人事評価実施規程（平成２８年教育長訓令第１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第１条中「昭和２５年法律第２６１号」の次に「。以下「法」という。」を加え，「教

育委員会事務局に属する一般職の職員（以下「職員」という。）」を「教育委員会事務局

及び新潟市教育委員会組織規則（平成１９年教育委員会規則第６号）第２条に規定する機

関に属する一般職の職員（会計年度任用職員（法第22条の２第１項に規定する会計年度任

用職員をいう。）を除く。以下「職員」という。）」に改める。 

 第３条中「教育委員会事務局の一般職の職員（地方教育行政の組織及び運営に関する法

律（昭和３１年法律第１６２号）第３７条第１項に規定する県費負担教職員及び市費負担

教職員（教育職俸給表の適用を受ける者に限る。）を除く。）とする。」を「職員のう

ち，地方教育行政の組織及び運営に関する法律第37条第１項に規定する県費負担教職員及

び私費負担教職員（教育職俸給表の適用を受ける者に限る。）を除いた者とする。」に改

める 

第１０条第６項中「，最終評価者」を「，教育長が別に定める被評価者に係る最終評価者」 

に改める。 

   附 則 

この規則は，令和２年４月  日から施行し，同月１日から適用する。 
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新潟市教育委員会人事評価実施規程(平成28年教育長訓令第１号)新旧対照表 

改正後（案） 現行 備考 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規程は，地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以

下「法」という。）に定めるもののほか，教育委員会事務局及び新

潟市教育委員会組織規則（平成１９年教育委員会規則第６号）第２

条に規定する機関に属する一般職の職員（会計年度任用職員（法第

２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員をいう。）を除く。

以下「職員」という。）の人事評価の実施に関し必要な事項を定め

るものとする。 

第１条 この規程は，地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）に

定めるもののほか，教育委員会事務局に属する一般職の職員（以下

「職員」という。）の人事評価の実施に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

（被評価者の範囲） （被評価者の範囲） 

第３条 この規程による人事評価の対象となる職員（以下「被評価者」

という。）は，職員のうち，地方教育行政の組織及び運営に関する

法律（昭和３１年法律第１６２号）第３７条第１項に規定する県費

負担教職員及び私費負担教職員（教育職俸給表の適用を受ける者に

限る。）を除いた者とする。ただし，大学院への派遣その他の事情

により人事評価の実施が困難である職員の勤務成績の評価について

は，教育長が別に定める。 

第３条 この規程による人事評価の対象となる職員（以下「被評価者」

という。）は，教育委員会事務局の一般職の職員（地方教育行政の

組織及び運営に関する法律第３７条第１項に規定する県費負担教職

員及び市費負担教職員（教育職俸給表の適用を受ける者に限る。）

を除く。）とする。ただし，大学院への派遣その他の事情により人

事評価の実施が困難である職員の勤務成績の評価については，教育

長が別に定める。 

第２条～第９条 （略） 第２条～第９条 （略） 

（評価の実施，面談及び結果の開示） （評価の実施，面談及び結果の開示） 

第10条 （略） 第10条 （略） 

６ 調整者は，教育長が別に定める被評価者に係る最終評価者による

評価について審査を行い，適当でないと認める場合には最終評価者

に再評価を行わせた上で，能力態度評価及び業績評価が適当である

旨の確認を行うものとする。 

６ 調整者は，最終評価者による評価について審査を行い，適当でな

いと認める場合には最終評価者に再評価を行わせた上で，能力態度

評価及び業績評価が適当である旨の確認を行うものとする。 

７ （略） ７ （略） 
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新潟市教育委員会教職員人事評価実施規程の一部改正について 

１ 改正理由 

「地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９号）」

の施行（令和２年４月１日施行）に伴い、現行の規程の一部文言を変更するもの。 

２ 規程案の概要 

  令和２年４月１日より、これまでの臨時職員、非常勤職員が一般職の非常勤職員であ

る「会計年度任用職員」と規定されることに伴い、人事評価の実施が義務化される。 

 既存の一般職員と会計年度任用職員では、評価や運用の方法が異なり、「会計年度任用

職員人事評価実施規程」が新たに制定されるため、現行の規程から会計年度任用職員に

ついては別途定める旨、記載するものである。 

３ 施行日 

  令和２年４月 日施行（同日１日適用） 
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 新潟市教育委員会教職員人事評価実施規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和２年４月  日 

                            新潟市教育委員会 

                            教育長 

新潟市教育長訓令第 号 

   新潟市教育委員会教職員人事評価実施規程の一部を改正する規程 

 新潟市教育委員会教職員人事評価実施規程（平成２８年新潟市教育長訓令第３号）の一

部を次のように改正する。 

 第３条第１号を次のように改める。 

 （１） 講師及び会計年度任用職員 

附 則 

この規程は，令和２年４月  日から施行し，同月１日から適用する。 
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新潟市教育委員会教職員人事評価実施規程(平成28年教育長訓令第３号)新旧対照表 

改正後（案） 現行 

第１条～第２条 （略） 第１条～第２条 （略） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

（１）講師及び会計年度任用職員 （１）講師等の臨時職員及び非常勤講師 

（２）（略） （２）（略） 

第４条～第15条 （略） 第４条～第15条 （略） 
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新潟市教育委員会教育長事務委任規程の一部改正について 

１ 改正理由 

   会計年度任用職員制度の施行及び新潟市学校事務共同実施に関する規則（平成 29

年教育委員会規則第７号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。 

２ 内容 

（１）臨時職員及び臨時教育職員に関する規定を削除する。 

（２）地域学校グループ及び地域学校事務支援グループを地域学校事務支援室に改め

る。 

３ 施行日   

令和２年４月 日（同月１日適用） 
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 新潟市教育委員会教育長事務委任規程の一部を改正する規程を次のように定める。

  令和２年４月  日

                            新潟市教育委員会

                            教育長

新潟市教育長訓令第 号

   新潟市教育委員会教育長事務委任規程の一部を改正する規程

 新潟市教育委員会教育長事務委任規程（平成９年教育長訓令第１号）の一部を次のよう

に改正する。

 第２条第１項中第４号を削り，第５号を第４号とし，第６号を第５号とし，第７号を第

６号とする。

第３条第１項中「第３条」を「第５条」に，「地域学校グループ長（事務主幹の職にあ

る者に限る。）又は第４条に規定する地域学校事務支援グループ長」を「地域学校事務支

援室長」に改める。

   附 則

 この規程は，令和２年４月  日から施行し，同月１日から適用する。
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新潟市教育委員会教育長事務委任規程(平成９年教育長訓令第１号)新旧対照表 

改正後（案） 現行 備考 

第２条 教育長は，次の各号に掲げる事務（新潟市教育職員給与

条例（昭和34年新潟市条例第17号）第36条に定める高校割愛教

育職員に係る事務を除く。）を新潟市立小学校，中学校，中等

教育学校，特別支援学校及び高等学校の校長に委任する。 

第２条 教育長は，次の各号に掲げる事務（新潟市教育職員給与

条例（昭和34年新潟市条例第17号）第36条に定める高校割愛教

育職員に係る事務を除く。）を新潟市立小学校，中学校，中等

教育学校，特別支援学校及び高等学校の校長に委任する。 

(１) ～（３）（略）   (１) ～（３）（略）   

（削る） (４) 新潟市臨時職員に関する規則（平成６年新潟市規則第23

号）第８条及び新潟市臨時教育職員に関する規則（平成29年

新潟市教育委員会規則第６号）第６条に規定する通勤手当の

額の決定（職員が年次有給休暇を取得する場合等の代替とし

て任用される職員を除く。）に関すること。 

削除 

(４) ～ (６) （略） (５) ～ (７) （略） 号の繰り上げ 

第３条 新潟市学校事務共同実施に関する規則（平成29年新潟市

教育委員会規則第７号）第５条に定める地域学校事務支援室長

は，その構成するグループに係る前条の規定により校長が委任

された事務を専決処理することができるものとする。 

第３条 新潟市学校事務共同実施に関する規則（平成29年新潟市

教育委員会規則第７号）第３条に定める地域学校グループ長

（事務主幹の職にある者に限る。）又は第４条に規定する地域

学校事務支援グループ長は，その構成するグループに係る前条

の規定により校長が委任された事務を専決処理することがで

きるものとする。 

引用規則の改

正に伴う字句

修正 

２ （略） ２ （略） 
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新潟市教育委員会事務専決規程の一部改正について 

１ 改正理由 

会計年度任用職員制度の創設に伴い，当該職員の任免，給与及び報酬の専決規程に

ついて所要の改正を行うもの。 

２ 改正内容 

   教育総務課及び学校人事課の事務に係る専決権限事項において，短期雇用の臨時職

員及び非常勤職員の任免について，会計年度任用職員に改める。 

会計年度任用職員の給与及び報酬の決定を教育職員課に規定する。 

３ 施行期日 

   令和２年４月 日（同月１日適用） 
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新潟市教育委員会事務専決規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和２年４月  日 

新潟市教育委員会 

                            教育長  

教育長訓令第 号 

   新潟市教育委員会事務専決規程の一部を改正する規程 

 新潟市教育委員会事務専決規程（平成１９年教育長訓令第３号）の一部を次のように改

正する。 

 別表のうち２の表の教育総務課の表第４項中「（短期雇用の臨時職員に限る。）の任免

及び賃金額を決定すること。」を「（会計年度任用職員に限る。）を任免すること。」に

，第５項中「，文化財保護審議会委員及び学校園に勤務する非常勤職員以外の非常勤職員

」を「及び文化財保護審議会委員以外の非常勤職員（会計年度任用職員を除く。）」に改

め，別表のうち２の表の学校人事課の表第２１項中「非常勤職員」の次に「（会計年度任

用職員を除く。）」を加え，同第表２２項中「臨時教育職員」の次に「及び会計年度任用

職員」を加え，同表中第２３項を削り，第２４項を第２３項とし，第２５項から第３０項

までを１項ずつ繰り上げ，別表のうち２の表の教育職員課の表第１４項を第１５項とし，

同表第１３項中「，賃金」を削り，「及び短期雇用の臨時職員を除く。」を「を除く。）

」に改め，同項を同表第１４項とし，同表第１２項の次に次の１項を加える。 

１３ 会計年度任用職員の給与及び報酬の決定をする

こと。 

○ 

  附 則 

この規程は，令和２年４月  日から施行し，同月１日から適用する。 
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新潟市教育委員会事務専決規程(平成19年教育長訓令第３号)新旧対照表 

改正後（案） 現行 備考 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

１ （略） １ （略） 

２ 個別事務に係る専決権限事項表 ２ 個別事務に係る専決権限事項表 

教育総務課 教育総務課 

項目 教育次長 課長 項目 教育次長 課長 

１～３ （略）  １～３ （略） 

４ 職員（会計年度任用職員に限

る。）を任免すること。

○ ４ 職員（短期雇用の臨時職員に

限る。）の任免及び賃金額を決

定すること。

○ 

５ 社会教育委員，学校適正配置

審議会委員，いじめ防止対策等

専門委員会委員及び文化財保護

審議会委員以外の非常勤職員

（会計年度任用職員を除く。）

を任免すること。 

軽易なも

の 

５ 社会教育委員，学校適正配置

審議会委員，いじめ防止対策等

専門委員会委員，文化財保護審

議会委員及び学校園に勤務する

非常勤職員以外の非常勤職員を

任免すること。 

軽易なも

の 

学務課 （略） 学務課 （略） 

施設課 （略） 施設課 （略） 

保健給食課 （略） 保健給食課 （略） 
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地域教育推進課 （略） 地域教育推進課 （略） 

学校人事課 学校人事課 

項目 教育次長 課長 項目 教育次長 課長 

１～20 （略）  １～20 （略）  

21 市立学校園に勤務する非常勤

職員（会計年度任用職員を除

く。）の任免及び報酬額を決定

すること。 

軽易なも

の 

21 市立学校園に勤務する非常勤

職員の任免及び報酬額を決定す

ること。 

軽易なも

の 

22 市立学校園に勤務する臨時教

育職員及び会計年度任用職員を

任免すること。 

○ 22 市立学校園に勤務する臨時教

育職員を任免すること。 

○ 

（削除） 23 市立学校園に勤務する短期雇

用の臨時職員の賃金額を決定す

ること。

○ 

23 ～ 29 （略） 24 ～ 30 （略） 

教育職員課 教育職員課 

項目 教育次長 課長 項目 教育次長 課長 

１ ～ 12 （略）  １ ～ 12 （略） 

13 会計年度任用職員の給与及び

報酬の決定をすること。

〇 （追加）
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14 教職員及び学校給食センター

に所属する職員の報酬，給料，

職員手当等，共済費及び旅費の

支出命令をすること（一括して

処理する場合に限る。ただし，

高等学校の割愛職員を除く。）

○ 13 教職員及び学校給食センター

に所属する職員の報酬，給料，

職員手当等，共済費，賃金及び

旅費の支出命令をすること（一

括して処理する場合に限る。た

だし，高等学校の割愛職員及び

短期雇用の臨時職員を除く。

○ 

15 （略） 14 （略） 

学校支援課 （略） 学校支援課 （略） 

３ （略） ３ （略） 報
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新潟市社会教育指導員の設置等に関する規則の廃止について 

１ 廃止理由 

   社会教育の指導者層を充実し、地域における社会教育の充実を図るため、社会教育

指導員を設置した（昭和４７年８月）。 

「学社民の融合による人づくり・地域づくり・学校づくり」を推進するなかで、地

域の社会教育に対する理解と認識が深まり、職員の資質向上が図られているため、今

後社会教育指導員を任命する必要がないことに伴い、規則を廃止するもの。 

２ 廃止内容 

   新潟市社会教育指導員の設置等に関する規則を廃止するもの。  

３ 施行期日 

   公布の日 
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 新潟市社会教育指導員の設置等に関する規則を廃止する規則をここに公布する。

  令和２年４月  日

                            新潟市教育委員会

                            教育長

新潟市教育委員会規則第  号

   新潟市社会教育指導員の設置等に関する規則を廃止する規則

 新潟市社会教育指導員の設置等に関する規則（昭和４７年新潟市教育委員会規則第１３

号）は，廃止する。

   附 則

  この規則は，公布の日から施行する。
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【令和３年度全国高等学校総合体育大会について】 

１ ブロック開催の経緯

  全国を８ブロックに分け，各ブロックにおける広域開催としている。平成２４年

度は北信越ブロックで開催され，新潟県が主管県だった。令和３年度は再び北信越

ブロック大会の開催であり，主管は福井県となる。

２ 新潟県内の開催市と開催競技

（１）新潟市：女子バスケットボール，新体操

（２）長岡市：男子バスケットボール

（３）上越市：体操，弓道

（４）糸魚川市：相撲

３ 新潟市の開催時期（予定）   

（１）女子バスケットボール：令和３年７月２４日（土）～７月３０日（金）

（２）新体操：令和３年８月１０日（火）～８月１２日（木）

【高校総体準備室について】 

１ 室員 

室長 本間 修一 ・室の総括 

教諭 江端 麻美 ・高体連派遣（新体操競技総括） 

教諭 増子 恭幸 ・高体連派遣（女子バスケット競技総括） 

主幹・係長 山田 博樹 ・競技係，輸送警備係担当 

主幹・係長 林  秀実 ・総務企画係担当 

室員 高橋 美香 ・高校総体に係る業務 

室員 田辺 良子 ・高校総体に係る業務 

室員 小黒 幸子 ・高校総体に係る業務 

室員 若松 朋子 ・高校総体に係る業務 

室員 伊藤 涼子 ・高校総体に係る業務 

２ 主な業務 

総務企画係 統括，実行委員会，予算，物品，広報，報道 等 

競技係 競技・練習会場，競技実施要項，種目別式典，補助員計画 等 

輸送警備係 交通規制，警備，衛生，救護，計画輸送，駐車場 等 
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